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医 療 法 律と
「従業員の給料債権に対する差押え」

ห࢜ޢ法人  ైڠಉ法཯ࣄ຿ॴ

ห࢜ޢɹ௕୩઒༤େ
ＱＡ第25回

＆

■相■談■者  ：私は、仙台市内で整形外科医院の
院長をしています。先日、裁判所から、債権差
押命令と書かれた通知書と第三債務者の陳述
書といった書類が届き、当院の財産が差押え
られたのかととても驚きました。よくよく読ん
でみると、どうやら、当院の従業員が、消費者
金融から約100万円の借金をして、その返済
が滞り、当該従業員の給料債権が差押えられ
てしまったようです。差押え自体、初めての経
験ですし、当院のことを第三債務者と記載する
など物々しい書面でしたので、どのように対応
すればよいのか相談に来ました。

■弁■護■士  ：まずは、現状の法律関係ですが、先
生もきちんと把握されているように、消費者金
融を「債権者」、問題の従業員を「債務者」と呼
びます。そして、民事執行法は、「債務者」に対
して金員等を支払う義務を負っている者を、債
権者との関係で「第三債務者」と呼んでいま
す。確かに聞きなれない言葉遣いですが、本件
についていえば、貴院が雇っている従業員に対
して、毎月の給料を支払う義務を負っていると
いう当然のことを指しているだけの呼称であっ
て、「債権者」と「債務者」との間の借金を巡る
トラブルとは直接の関係はありませんので、あ
まり気にしないでください。

■相■談■者  ：では、「第三債務者」とありますが、
債務者の代わりに債権者に借金を返済するよ
うなものではなく、あくまでも今まで通りの、
雇用主と従業員との契約関係に基づく給料等
の範囲で対応すればよいのですね。

■弁■護■士  ：その通りです。ただし、差押命令の
送達を受けた第三債務者は、差押対象の金銭
債権について債務者へ弁済することが禁止さ
れ、その弁済は供託または債権者の取立て（請
求）に応じる形で行わなければなりません（民
事執行法145条１項）。
　具体的には、今回差押命令を受領した効果
として、これまでは給料全額を従業員に支払っ
ていたところ、今後は「全額」を従業員に支払う
ことは許されず、後に説明する計算方法で算出
した給料の一部を債権者に支払う必要があり
ます。

■相■談■者  ：仮に、今まで通りに全額を従業員
に支払った場合はどうなるのでしょうか？

■弁■護■士  ：債権者との関係では、債務者（従業
員）への弁済が無効となるので、債権者からの
請求に応ずる必要があり、その分を二重に支
払うことになります。従業員に対して、二重に
支払ってしまった分の返還を求めることはで

きますが、借金をして経済的に困窮している場
合、返金できるだけの資力がないリスクがあり
ます。

■相■談■者  ：では、債権者と債務者である従業
員には、それぞれいくらずつ支払いをすればい
いのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法152条は、差押禁止債
権というものを定めており、給与債権のうちこ
の差押禁止債権に該当する部分は、今まで通
り従業員に支払い、残りの債権は、差押対象債
権として、債権者に支払うことになります。
　給与債権について、月給制の場合には月々
の額面額から、通勤手当、所得税、住民税およ
び社会保険料などの法律上当然に控除すべき
ものを控除した後の、実質賃金である「手取
額」をまずは計算します。そして、この「手取額」
が、①44万円を超える場合には、手取額から
33万円を控除した残金が差押えの対象とな
り、②44万円以下の場合には、手取額の４分の
１が差押えの対象となります。

■相■談■者  ：なるほど。例えば、①手取額が50
万円の場合には、17万円が差押対象債権に、
33万円が差押禁止債権になり、②手取額が
30万円の場合には、７万5,000円が差押対
象債権に、22万5,000円が差押禁止債権に
なるのですね。案外、債権者に支払う金額は少
ないのですね。

■弁■護■士  ：確かに、債権者に支払う１カ月当た
りの金額は少ないですが、これが債権者の有
する債権全額および執行費用の合計額に至る

まで、継続して毎月債権者に支払い続けること
になります。従業員から見れば、長期間減給さ
れた状態が続くことになるため、生活は苦しく
なるでしょう。

■相■談■者  ：とはいえ、債権者や裁判所から見
て、従業員の給与体系や支払時期などは、なか
なか把握できない情報だと思うのですが、ど
のようにして把握するのですか？

■弁■護■士  ：冒頭少し話に出ていた「第三債務
者の陳述書」を、第三債務者である貴院が、作
成・提出することで、債権者は情報を把握す
ることになります。記載内容自体は、雇用契約
書等を見れば簡単に書ける内容ですので、作
成に大きな手間はないかと思います。

■相■談■者  ：裁判所から送られてきている書面
ですから、問題ないのでしょうけども、個人情
報の取扱いに厳しいこのご時世に、従業員に
無断で情報提供してもよいのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法147条２項は、第三債
務者に対して、回答義務を課しており、第三債
務者が裁判所に回答することは、個人情報保
護法第27条１項１号の「法令に基づく場合」に
あたりますので、問題ありません。

■相■談■者  ：その点は分かりました。とはいえ、
自己申告だと、世の中には従業員の生活を案
じて、少ない給料額を記載したり、既に退職し
た等の虚偽の記載をする雇用主も出てきそう
な気がするのですが…

■弁■護■士  ：弁護士が調査をすれば、いずれ虚

偽であることは判明します。仮に、虚偽の記載
をして、差押債権者に損害が生じた場合には、
第三債務者は、債権者に対して、損害賠償責任
を負いますので、絶対にやめましょう。

■相■談■者  ： ところで、差押債権者に支払う金
額の計算方法は分かりましたが、当院と債権
者である消費者金融とは、取引がありませんの
で、どのように支払えばよいのでしょうか？

■弁■護■士  ：法律上は、「債務者」が差押命令を
受領してから、４週間が経過したタイミング
で、「債権者」に差押債権の取立権が付与され
ますので、この取立てに応じて、支払うことに
なります。

■相■談■者  ： え、消費者金融から、うちが債権の
取立てを受けるのですか。偏見かもしれない
ですが、なんとなく怖いですね。具体的な取立
方法について、民事執行法は規定や制限を定
めてはいないのですか？

■弁■護■士  ：残念ながら、民事執行法には取立
方法に関する具体的な規定はありません。もっ
とも、裁判所が関与する手続ですから、粗暴な
取立てが行われる可能性は少ないです。
　通常は、債権者から第三債務者に連絡を取
り、支払方法について合意した上で、債権者の
口座に振り込んで支払うことが多いかと思い
ます。
　逆に、第三債務者としては、差押債権部分に
ついては、従業員ではなく、債権者にしか弁済
できないため、債権者が適切に取立てを行わ
ない場合には、いつまでも債務を抱えた状態

になってしまいます。給料は、支払期日が契約
で明確に決まっているため、支払期日を過ぎて
も債権者が取立てを行わないと、遅延損害金
も発生してしまいます。
　このように債権者が適切に取立てを行わな
い場合や、債権者と連絡を取ることに抵抗が
ある場合には、民事執行法156条１項に基づい
て法務局で供託をすることが可能です。ただ、
供託は、事務手続きが煩雑なうえ、毎月繰り返
して供託手続を行う負担が大きいため、可能な
らば、避けたいところです。

■相■談■者  ：今回の差押えがあるまで、当院の
従業員が金銭的なトラブルに巻き込まれてい
たなんて全く知りませんでした。他にも借金な
どのトラブルに巻き込まれていないか不安
です。

■弁■護■士  ：そうですね。一社のみからの借り入
れであればよいですが、別の消費者金融にも
手を出している可能性は相応にあると思いま
す。最後にこの点に関連して、何点か説明した
いと思います。
　まず、現段階では差押命令は消費者金融一
社のみですが、別の債権者が同じ給与債権に
対して差押えをしてくることが考えられ、実務
上も少なくありません。いわば給料債権という
同じパイを債権者同士で奪い合っている状態
です。
　この場合に、片方の債権者だけ弁済を受け
られると、債権者間の平等が害されるため、支
払いを受けられなかった債権者と貴院との間
でトラブルになる可能性があります。

　そこで、こういった場合には、民事執行法
156条２項により、第三債務者は、供託を義務
付けられます。給料債権の場合には、毎月供託
を行うことになりますので、事務手続きが多く
なり、かつ、遅延損害金の管理といった留意す
べき点が増えますので、専門家にご相談いた
だいた方が良いと思います。

■相■談■者  ：今までの話を踏まえると、従業員
の債務によって、当院の業務が不必要に増え
ることになりますが、こういった場合に、雇用
主として、従業員本人に対して何かすべきこと
はありますか？

■弁■護■士  ：前提として、あくまでも私生活上の
借金が問題であり、仮にこれによって貴院の事
務作業が増えたとしても、これを理由とする懲
戒処分は難しいでしょう。
　とはいえ、仮に、従業員が金銭的に困窮して
いるのであれば、法人の金員の横領などの犯
罪に手を出す動機にもなり得ますので、雇用主
として全く関知しないというわけにはいかない
と思われます。特に、従業員の業務が、経理関
係など金銭を管理する内容である場合には、
念のため、業務に不審な点がないか確認すべ
きです。
　また、従業員の私生活上のトラブルとはい
え、従業員のパフォーマンス低下につながり得
ることからも、雇用主として従業員との面談を
実施し、状況を把握した上で、これ以上、事態
が悪化しないよう、債務整理などを念頭に弁
護士への相談を勧めるなどの助言も考えられ
るところです。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①従業員に対する給料債権が差押えられた場
合、差押対象となる給料等債権の範囲を計
算し、差押禁止債権にあたる給料について
は、約定に従って従業員に支払い、それ以
外の差押対象となる給料は、債権者に支払
わなければならない。
②債権者への支払方法は、債権者からの取立
てに基づいて、債権者と合意した適宜の方
法で支払えば足りるが、仮に、同じ給料等
債権に対して差押命令が複数なされた場合
には、必ず供託によって弁済しなければな
らない。
③差押えの前提となる借金等は従業員の私生
活上の問題であるため、これを理由とする
懲戒処分は困難である。雇用主としては、
従業員に事情を確認し、事態が悪化しない
よう弁護士への相談を勧めるなどの適切な
助言を行うべきである。
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■相■談■者  ：私は、仙台市内で整形外科医院の
院長をしています。先日、裁判所から、債権差
押命令と書かれた通知書と第三債務者の陳述
書といった書類が届き、当院の財産が差押え
られたのかととても驚きました。よくよく読ん
でみると、どうやら、当院の従業員が、消費者
金融から約100万円の借金をして、その返済
が滞り、当該従業員の給料債権が差押えられ
てしまったようです。差押え自体、初めての経
験ですし、当院のことを第三債務者と記載する
など物々しい書面でしたので、どのように対応
すればよいのか相談に来ました。

■弁■護■士  ：まずは、現状の法律関係ですが、先
生もきちんと把握されているように、消費者金
融を「債権者」、問題の従業員を「債務者」と呼
びます。そして、民事執行法は、「債務者」に対
して金員等を支払う義務を負っている者を、債
権者との関係で「第三債務者」と呼んでいま
す。確かに聞きなれない言葉遣いですが、本件
についていえば、貴院が雇っている従業員に対
して、毎月の給料を支払う義務を負っていると
いう当然のことを指しているだけの呼称であっ
て、「債権者」と「債務者」との間の借金を巡る
トラブルとは直接の関係はありませんので、あ
まり気にしないでください。

■相■談■者  ：では、「第三債務者」とありますが、
債務者の代わりに債権者に借金を返済するよ
うなものではなく、あくまでも今まで通りの、
雇用主と従業員との契約関係に基づく給料等
の範囲で対応すればよいのですね。

■弁■護■士  ：その通りです。ただし、差押命令の
送達を受けた第三債務者は、差押対象の金銭
債権について債務者へ弁済することが禁止さ
れ、その弁済は供託または債権者の取立て（請
求）に応じる形で行わなければなりません（民
事執行法145条１項）。
　具体的には、今回差押命令を受領した効果
として、これまでは給料全額を従業員に支払っ
ていたところ、今後は「全額」を従業員に支払う
ことは許されず、後に説明する計算方法で算出
した給料の一部を債権者に支払う必要があり
ます。

■相■談■者  ：仮に、今まで通りに全額を従業員
に支払った場合はどうなるのでしょうか？

■弁■護■士  ：債権者との関係では、債務者（従業
員）への弁済が無効となるので、債権者からの
請求に応ずる必要があり、その分を二重に支
払うことになります。従業員に対して、二重に
支払ってしまった分の返還を求めることはで

きますが、借金をして経済的に困窮している場
合、返金できるだけの資力がないリスクがあり
ます。

■相■談■者  ：では、債権者と債務者である従業
員には、それぞれいくらずつ支払いをすればい
いのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法152条は、差押禁止債
権というものを定めており、給与債権のうちこ
の差押禁止債権に該当する部分は、今まで通
り従業員に支払い、残りの債権は、差押対象債
権として、債権者に支払うことになります。
　給与債権について、月給制の場合には月々
の額面額から、通勤手当、所得税、住民税およ
び社会保険料などの法律上当然に控除すべき
ものを控除した後の、実質賃金である「手取
額」をまずは計算します。そして、この「手取額」
が、①44万円を超える場合には、手取額から
33万円を控除した残金が差押えの対象とな
り、②44万円以下の場合には、手取額の４分の
１が差押えの対象となります。

■相■談■者  ：なるほど。例えば、①手取額が50
万円の場合には、17万円が差押対象債権に、
33万円が差押禁止債権になり、②手取額が
30万円の場合には、７万5,000円が差押対
象債権に、22万5,000円が差押禁止債権に
なるのですね。案外、債権者に支払う金額は少
ないのですね。

■弁■護■士  ：確かに、債権者に支払う１カ月当た
りの金額は少ないですが、これが債権者の有
する債権全額および執行費用の合計額に至る

まで、継続して毎月債権者に支払い続けること
になります。従業員から見れば、長期間減給さ
れた状態が続くことになるため、生活は苦しく
なるでしょう。

■相■談■者  ：とはいえ、債権者や裁判所から見
て、従業員の給与体系や支払時期などは、なか
なか把握できない情報だと思うのですが、ど
のようにして把握するのですか？

■弁■護■士  ：冒頭少し話に出ていた「第三債務
者の陳述書」を、第三債務者である貴院が、作
成・提出することで、債権者は情報を把握す
ることになります。記載内容自体は、雇用契約
書等を見れば簡単に書ける内容ですので、作
成に大きな手間はないかと思います。

■相■談■者  ：裁判所から送られてきている書面
ですから、問題ないのでしょうけども、個人情
報の取扱いに厳しいこのご時世に、従業員に
無断で情報提供してもよいのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法147条２項は、第三債
務者に対して、回答義務を課しており、第三債
務者が裁判所に回答することは、個人情報保
護法第27条１項１号の「法令に基づく場合」に
あたりますので、問題ありません。

■相■談■者  ：その点は分かりました。とはいえ、
自己申告だと、世の中には従業員の生活を案
じて、少ない給料額を記載したり、既に退職し
た等の虚偽の記載をする雇用主も出てきそう
な気がするのですが…

■弁■護■士  ：弁護士が調査をすれば、いずれ虚

偽であることは判明します。仮に、虚偽の記載
をして、差押債権者に損害が生じた場合には、
第三債務者は、債権者に対して、損害賠償責任
を負いますので、絶対にやめましょう。

■相■談■者  ： ところで、差押債権者に支払う金
額の計算方法は分かりましたが、当院と債権
者である消費者金融とは、取引がありませんの
で、どのように支払えばよいのでしょうか？

■弁■護■士  ：法律上は、「債務者」が差押命令を
受領してから、４週間が経過したタイミング
で、「債権者」に差押債権の取立権が付与され
ますので、この取立てに応じて、支払うことに
なります。

■相■談■者  ： え、消費者金融から、うちが債権の
取立てを受けるのですか。偏見かもしれない
ですが、なんとなく怖いですね。具体的な取立
方法について、民事執行法は規定や制限を定
めてはいないのですか？

■弁■護■士  ：残念ながら、民事執行法には取立
方法に関する具体的な規定はありません。もっ
とも、裁判所が関与する手続ですから、粗暴な
取立てが行われる可能性は少ないです。
　通常は、債権者から第三債務者に連絡を取
り、支払方法について合意した上で、債権者の
口座に振り込んで支払うことが多いかと思い
ます。
　逆に、第三債務者としては、差押債権部分に
ついては、従業員ではなく、債権者にしか弁済
できないため、債権者が適切に取立てを行わ
ない場合には、いつまでも債務を抱えた状態

になってしまいます。給料は、支払期日が契約
で明確に決まっているため、支払期日を過ぎて
も債権者が取立てを行わないと、遅延損害金
も発生してしまいます。
　このように債権者が適切に取立てを行わな
い場合や、債権者と連絡を取ることに抵抗が
ある場合には、民事執行法156条１項に基づい
て法務局で供託をすることが可能です。ただ、
供託は、事務手続きが煩雑なうえ、毎月繰り返
して供託手続を行う負担が大きいため、可能な
らば、避けたいところです。

■相■談■者  ：今回の差押えがあるまで、当院の
従業員が金銭的なトラブルに巻き込まれてい
たなんて全く知りませんでした。他にも借金な
どのトラブルに巻き込まれていないか不安
です。

■弁■護■士  ：そうですね。一社のみからの借り入
れであればよいですが、別の消費者金融にも
手を出している可能性は相応にあると思いま
す。最後にこの点に関連して、何点か説明した
いと思います。
　まず、現段階では差押命令は消費者金融一
社のみですが、別の債権者が同じ給与債権に
対して差押えをしてくることが考えられ、実務
上も少なくありません。いわば給料債権という
同じパイを債権者同士で奪い合っている状態
です。
　この場合に、片方の債権者だけ弁済を受け
られると、債権者間の平等が害されるため、支
払いを受けられなかった債権者と貴院との間
でトラブルになる可能性があります。

　そこで、こういった場合には、民事執行法
156条２項により、第三債務者は、供託を義務
付けられます。給料債権の場合には、毎月供託
を行うことになりますので、事務手続きが多く
なり、かつ、遅延損害金の管理といった留意す
べき点が増えますので、専門家にご相談いた
だいた方が良いと思います。

■相■談■者  ：今までの話を踏まえると、従業員
の債務によって、当院の業務が不必要に増え
ることになりますが、こういった場合に、雇用
主として、従業員本人に対して何かすべきこと
はありますか？

■弁■護■士  ：前提として、あくまでも私生活上の
借金が問題であり、仮にこれによって貴院の事
務作業が増えたとしても、これを理由とする懲
戒処分は難しいでしょう。
　とはいえ、仮に、従業員が金銭的に困窮して
いるのであれば、法人の金員の横領などの犯
罪に手を出す動機にもなり得ますので、雇用主
として全く関知しないというわけにはいかない
と思われます。特に、従業員の業務が、経理関
係など金銭を管理する内容である場合には、
念のため、業務に不審な点がないか確認すべ
きです。
　また、従業員の私生活上のトラブルとはい
え、従業員のパフォーマンス低下につながり得
ることからも、雇用主として従業員との面談を
実施し、状況を把握した上で、これ以上、事態
が悪化しないよう、債務整理などを念頭に弁
護士への相談を勧めるなどの助言も考えられ
るところです。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①従業員に対する給料債権が差押えられた場
合、差押対象となる給料等債権の範囲を計
算し、差押禁止債権にあたる給料について
は、約定に従って従業員に支払い、それ以
外の差押対象となる給料は、債権者に支払
わなければならない。
②債権者への支払方法は、債権者からの取立
てに基づいて、債権者と合意した適宜の方
法で支払えば足りるが、仮に、同じ給料等
債権に対して差押命令が複数なされた場合
には、必ず供託によって弁済しなければな
らない。
③差押えの前提となる借金等は従業員の私生
活上の問題であるため、これを理由とする
懲戒処分は困難である。雇用主としては、
従業員に事情を確認し、事態が悪化しない
よう弁護士への相談を勧めるなどの適切な
助言を行うべきである。
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■相■談■者  ：私は、仙台市内で整形外科医院の
院長をしています。先日、裁判所から、債権差
押命令と書かれた通知書と第三債務者の陳述
書といった書類が届き、当院の財産が差押え
られたのかととても驚きました。よくよく読ん
でみると、どうやら、当院の従業員が、消費者
金融から約100万円の借金をして、その返済
が滞り、当該従業員の給料債権が差押えられ
てしまったようです。差押え自体、初めての経
験ですし、当院のことを第三債務者と記載する
など物々しい書面でしたので、どのように対応
すればよいのか相談に来ました。

■弁■護■士  ：まずは、現状の法律関係ですが、先
生もきちんと把握されているように、消費者金
融を「債権者」、問題の従業員を「債務者」と呼
びます。そして、民事執行法は、「債務者」に対
して金員等を支払う義務を負っている者を、債
権者との関係で「第三債務者」と呼んでいま
す。確かに聞きなれない言葉遣いですが、本件
についていえば、貴院が雇っている従業員に対
して、毎月の給料を支払う義務を負っていると
いう当然のことを指しているだけの呼称であっ
て、「債権者」と「債務者」との間の借金を巡る
トラブルとは直接の関係はありませんので、あ
まり気にしないでください。

■相■談■者  ：では、「第三債務者」とありますが、
債務者の代わりに債権者に借金を返済するよ
うなものではなく、あくまでも今まで通りの、
雇用主と従業員との契約関係に基づく給料等
の範囲で対応すればよいのですね。

■弁■護■士  ：その通りです。ただし、差押命令の
送達を受けた第三債務者は、差押対象の金銭
債権について債務者へ弁済することが禁止さ
れ、その弁済は供託または債権者の取立て（請
求）に応じる形で行わなければなりません（民
事執行法145条１項）。
　具体的には、今回差押命令を受領した効果
として、これまでは給料全額を従業員に支払っ
ていたところ、今後は「全額」を従業員に支払う
ことは許されず、後に説明する計算方法で算出
した給料の一部を債権者に支払う必要があり
ます。

■相■談■者  ：仮に、今まで通りに全額を従業員
に支払った場合はどうなるのでしょうか？

■弁■護■士  ：債権者との関係では、債務者（従業
員）への弁済が無効となるので、債権者からの
請求に応ずる必要があり、その分を二重に支
払うことになります。従業員に対して、二重に
支払ってしまった分の返還を求めることはで

きますが、借金をして経済的に困窮している場
合、返金できるだけの資力がないリスクがあり
ます。

■相■談■者  ：では、債権者と債務者である従業
員には、それぞれいくらずつ支払いをすればい
いのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法152条は、差押禁止債
権というものを定めており、給与債権のうちこ
の差押禁止債権に該当する部分は、今まで通
り従業員に支払い、残りの債権は、差押対象債
権として、債権者に支払うことになります。
　給与債権について、月給制の場合には月々
の額面額から、通勤手当、所得税、住民税およ
び社会保険料などの法律上当然に控除すべき
ものを控除した後の、実質賃金である「手取
額」をまずは計算します。そして、この「手取額」
が、①44万円を超える場合には、手取額から
33万円を控除した残金が差押えの対象とな
り、②44万円以下の場合には、手取額の４分の
１が差押えの対象となります。

■相■談■者  ：なるほど。例えば、①手取額が50
万円の場合には、17万円が差押対象債権に、
33万円が差押禁止債権になり、②手取額が
30万円の場合には、７万5,000円が差押対
象債権に、22万5,000円が差押禁止債権に
なるのですね。案外、債権者に支払う金額は少
ないのですね。

■弁■護■士  ：確かに、債権者に支払う１カ月当た
りの金額は少ないですが、これが債権者の有
する債権全額および執行費用の合計額に至る

まで、継続して毎月債権者に支払い続けること
になります。従業員から見れば、長期間減給さ
れた状態が続くことになるため、生活は苦しく
なるでしょう。

■相■談■者  ：とはいえ、債権者や裁判所から見
て、従業員の給与体系や支払時期などは、なか
なか把握できない情報だと思うのですが、ど
のようにして把握するのですか？

■弁■護■士  ：冒頭少し話に出ていた「第三債務
者の陳述書」を、第三債務者である貴院が、作
成・提出することで、債権者は情報を把握す
ることになります。記載内容自体は、雇用契約
書等を見れば簡単に書ける内容ですので、作
成に大きな手間はないかと思います。

■相■談■者  ：裁判所から送られてきている書面
ですから、問題ないのでしょうけども、個人情
報の取扱いに厳しいこのご時世に、従業員に
無断で情報提供してもよいのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法147条２項は、第三債
務者に対して、回答義務を課しており、第三債
務者が裁判所に回答することは、個人情報保
護法第27条１項１号の「法令に基づく場合」に
あたりますので、問題ありません。

■相■談■者  ：その点は分かりました。とはいえ、
自己申告だと、世の中には従業員の生活を案
じて、少ない給料額を記載したり、既に退職し
た等の虚偽の記載をする雇用主も出てきそう
な気がするのですが…

■弁■護■士  ：弁護士が調査をすれば、いずれ虚

偽であることは判明します。仮に、虚偽の記載
をして、差押債権者に損害が生じた場合には、
第三債務者は、債権者に対して、損害賠償責任
を負いますので、絶対にやめましょう。

■相■談■者  ： ところで、差押債権者に支払う金
額の計算方法は分かりましたが、当院と債権
者である消費者金融とは、取引がありませんの
で、どのように支払えばよいのでしょうか？

■弁■護■士  ：法律上は、「債務者」が差押命令を
受領してから、４週間が経過したタイミング
で、「債権者」に差押債権の取立権が付与され
ますので、この取立てに応じて、支払うことに
なります。

■相■談■者  ： え、消費者金融から、うちが債権の
取立てを受けるのですか。偏見かもしれない
ですが、なんとなく怖いですね。具体的な取立
方法について、民事執行法は規定や制限を定
めてはいないのですか？

■弁■護■士  ：残念ながら、民事執行法には取立
方法に関する具体的な規定はありません。もっ
とも、裁判所が関与する手続ですから、粗暴な
取立てが行われる可能性は少ないです。
　通常は、債権者から第三債務者に連絡を取
り、支払方法について合意した上で、債権者の
口座に振り込んで支払うことが多いかと思い
ます。
　逆に、第三債務者としては、差押債権部分に
ついては、従業員ではなく、債権者にしか弁済
できないため、債権者が適切に取立てを行わ
ない場合には、いつまでも債務を抱えた状態

になってしまいます。給料は、支払期日が契約
で明確に決まっているため、支払期日を過ぎて
も債権者が取立てを行わないと、遅延損害金
も発生してしまいます。
　このように債権者が適切に取立てを行わな
い場合や、債権者と連絡を取ることに抵抗が
ある場合には、民事執行法156条１項に基づい
て法務局で供託をすることが可能です。ただ、
供託は、事務手続きが煩雑なうえ、毎月繰り返
して供託手続を行う負担が大きいため、可能な
らば、避けたいところです。

■相■談■者  ：今回の差押えがあるまで、当院の
従業員が金銭的なトラブルに巻き込まれてい
たなんて全く知りませんでした。他にも借金な
どのトラブルに巻き込まれていないか不安
です。

■弁■護■士  ：そうですね。一社のみからの借り入
れであればよいですが、別の消費者金融にも
手を出している可能性は相応にあると思いま
す。最後にこの点に関連して、何点か説明した
いと思います。
　まず、現段階では差押命令は消費者金融一
社のみですが、別の債権者が同じ給与債権に
対して差押えをしてくることが考えられ、実務
上も少なくありません。いわば給料債権という
同じパイを債権者同士で奪い合っている状態
です。
　この場合に、片方の債権者だけ弁済を受け
られると、債権者間の平等が害されるため、支
払いを受けられなかった債権者と貴院との間
でトラブルになる可能性があります。

　そこで、こういった場合には、民事執行法
156条２項により、第三債務者は、供託を義務
付けられます。給料債権の場合には、毎月供託
を行うことになりますので、事務手続きが多く
なり、かつ、遅延損害金の管理といった留意す
べき点が増えますので、専門家にご相談いた
だいた方が良いと思います。

■相■談■者  ：今までの話を踏まえると、従業員
の債務によって、当院の業務が不必要に増え
ることになりますが、こういった場合に、雇用
主として、従業員本人に対して何かすべきこと
はありますか？

■弁■護■士  ：前提として、あくまでも私生活上の
借金が問題であり、仮にこれによって貴院の事
務作業が増えたとしても、これを理由とする懲
戒処分は難しいでしょう。
　とはいえ、仮に、従業員が金銭的に困窮して
いるのであれば、法人の金員の横領などの犯
罪に手を出す動機にもなり得ますので、雇用主
として全く関知しないというわけにはいかない
と思われます。特に、従業員の業務が、経理関
係など金銭を管理する内容である場合には、
念のため、業務に不審な点がないか確認すべ
きです。
　また、従業員の私生活上のトラブルとはい
え、従業員のパフォーマンス低下につながり得
ることからも、雇用主として従業員との面談を
実施し、状況を把握した上で、これ以上、事態
が悪化しないよう、債務整理などを念頭に弁
護士への相談を勧めるなどの助言も考えられ
るところです。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①従業員に対する給料債権が差押えられた場
合、差押対象となる給料等債権の範囲を計
算し、差押禁止債権にあたる給料について
は、約定に従って従業員に支払い、それ以
外の差押対象となる給料は、債権者に支払
わなければならない。
②債権者への支払方法は、債権者からの取立
てに基づいて、債権者と合意した適宜の方
法で支払えば足りるが、仮に、同じ給料等
債権に対して差押命令が複数なされた場合
には、必ず供託によって弁済しなければな
らない。
③差押えの前提となる借金等は従業員の私生
活上の問題であるため、これを理由とする
懲戒処分は困難である。雇用主としては、
従業員に事情を確認し、事態が悪化しない
よう弁護士への相談を勧めるなどの適切な
助言を行うべきである。
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■相■談■者  ：私は、仙台市内で整形外科医院の
院長をしています。先日、裁判所から、債権差
押命令と書かれた通知書と第三債務者の陳述
書といった書類が届き、当院の財産が差押え
られたのかととても驚きました。よくよく読ん
でみると、どうやら、当院の従業員が、消費者
金融から約100万円の借金をして、その返済
が滞り、当該従業員の給料債権が差押えられ
てしまったようです。差押え自体、初めての経
験ですし、当院のことを第三債務者と記載する
など物々しい書面でしたので、どのように対応
すればよいのか相談に来ました。

■弁■護■士  ：まずは、現状の法律関係ですが、先
生もきちんと把握されているように、消費者金
融を「債権者」、問題の従業員を「債務者」と呼
びます。そして、民事執行法は、「債務者」に対
して金員等を支払う義務を負っている者を、債
権者との関係で「第三債務者」と呼んでいま
す。確かに聞きなれない言葉遣いですが、本件
についていえば、貴院が雇っている従業員に対
して、毎月の給料を支払う義務を負っていると
いう当然のことを指しているだけの呼称であっ
て、「債権者」と「債務者」との間の借金を巡る
トラブルとは直接の関係はありませんので、あ
まり気にしないでください。

■相■談■者  ：では、「第三債務者」とありますが、
債務者の代わりに債権者に借金を返済するよ
うなものではなく、あくまでも今まで通りの、
雇用主と従業員との契約関係に基づく給料等
の範囲で対応すればよいのですね。

■弁■護■士  ：その通りです。ただし、差押命令の
送達を受けた第三債務者は、差押対象の金銭
債権について債務者へ弁済することが禁止さ
れ、その弁済は供託または債権者の取立て（請
求）に応じる形で行わなければなりません（民
事執行法145条１項）。
　具体的には、今回差押命令を受領した効果
として、これまでは給料全額を従業員に支払っ
ていたところ、今後は「全額」を従業員に支払う
ことは許されず、後に説明する計算方法で算出
した給料の一部を債権者に支払う必要があり
ます。

■相■談■者  ：仮に、今まで通りに全額を従業員
に支払った場合はどうなるのでしょうか？

■弁■護■士  ：債権者との関係では、債務者（従業
員）への弁済が無効となるので、債権者からの
請求に応ずる必要があり、その分を二重に支
払うことになります。従業員に対して、二重に
支払ってしまった分の返還を求めることはで

きますが、借金をして経済的に困窮している場
合、返金できるだけの資力がないリスクがあり
ます。

■相■談■者  ：では、債権者と債務者である従業
員には、それぞれいくらずつ支払いをすればい
いのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法152条は、差押禁止債
権というものを定めており、給与債権のうちこ
の差押禁止債権に該当する部分は、今まで通
り従業員に支払い、残りの債権は、差押対象債
権として、債権者に支払うことになります。
　給与債権について、月給制の場合には月々
の額面額から、通勤手当、所得税、住民税およ
び社会保険料などの法律上当然に控除すべき
ものを控除した後の、実質賃金である「手取
額」をまずは計算します。そして、この「手取額」
が、①44万円を超える場合には、手取額から
33万円を控除した残金が差押えの対象とな
り、②44万円以下の場合には、手取額の４分の
１が差押えの対象となります。

■相■談■者  ：なるほど。例えば、①手取額が50
万円の場合には、17万円が差押対象債権に、
33万円が差押禁止債権になり、②手取額が
30万円の場合には、７万5,000円が差押対
象債権に、22万5,000円が差押禁止債権に
なるのですね。案外、債権者に支払う金額は少
ないのですね。

■弁■護■士  ：確かに、債権者に支払う１カ月当た
りの金額は少ないですが、これが債権者の有
する債権全額および執行費用の合計額に至る

まで、継続して毎月債権者に支払い続けること
になります。従業員から見れば、長期間減給さ
れた状態が続くことになるため、生活は苦しく
なるでしょう。

■相■談■者  ：とはいえ、債権者や裁判所から見
て、従業員の給与体系や支払時期などは、なか
なか把握できない情報だと思うのですが、ど
のようにして把握するのですか？

■弁■護■士  ：冒頭少し話に出ていた「第三債務
者の陳述書」を、第三債務者である貴院が、作
成・提出することで、債権者は情報を把握す
ることになります。記載内容自体は、雇用契約
書等を見れば簡単に書ける内容ですので、作
成に大きな手間はないかと思います。

■相■談■者  ：裁判所から送られてきている書面
ですから、問題ないのでしょうけども、個人情
報の取扱いに厳しいこのご時世に、従業員に
無断で情報提供してもよいのですか。

■弁■護■士  ：民事執行法147条２項は、第三債
務者に対して、回答義務を課しており、第三債
務者が裁判所に回答することは、個人情報保
護法第27条１項１号の「法令に基づく場合」に
あたりますので、問題ありません。

■相■談■者  ：その点は分かりました。とはいえ、
自己申告だと、世の中には従業員の生活を案
じて、少ない給料額を記載したり、既に退職し
た等の虚偽の記載をする雇用主も出てきそう
な気がするのですが…

■弁■護■士  ：弁護士が調査をすれば、いずれ虚

偽であることは判明します。仮に、虚偽の記載
をして、差押債権者に損害が生じた場合には、
第三債務者は、債権者に対して、損害賠償責任
を負いますので、絶対にやめましょう。

■相■談■者  ： ところで、差押債権者に支払う金
額の計算方法は分かりましたが、当院と債権
者である消費者金融とは、取引がありませんの
で、どのように支払えばよいのでしょうか？

■弁■護■士  ：法律上は、「債務者」が差押命令を
受領してから、４週間が経過したタイミング
で、「債権者」に差押債権の取立権が付与され
ますので、この取立てに応じて、支払うことに
なります。

■相■談■者  ： え、消費者金融から、うちが債権の
取立てを受けるのですか。偏見かもしれない
ですが、なんとなく怖いですね。具体的な取立
方法について、民事執行法は規定や制限を定
めてはいないのですか？

■弁■護■士  ：残念ながら、民事執行法には取立
方法に関する具体的な規定はありません。もっ
とも、裁判所が関与する手続ですから、粗暴な
取立てが行われる可能性は少ないです。
　通常は、債権者から第三債務者に連絡を取
り、支払方法について合意した上で、債権者の
口座に振り込んで支払うことが多いかと思い
ます。
　逆に、第三債務者としては、差押債権部分に
ついては、従業員ではなく、債権者にしか弁済
できないため、債権者が適切に取立てを行わ
ない場合には、いつまでも債務を抱えた状態

になってしまいます。給料は、支払期日が契約
で明確に決まっているため、支払期日を過ぎて
も債権者が取立てを行わないと、遅延損害金
も発生してしまいます。
　このように債権者が適切に取立てを行わな
い場合や、債権者と連絡を取ることに抵抗が
ある場合には、民事執行法156条１項に基づい
て法務局で供託をすることが可能です。ただ、
供託は、事務手続きが煩雑なうえ、毎月繰り返
して供託手続を行う負担が大きいため、可能な
らば、避けたいところです。

■相■談■者  ：今回の差押えがあるまで、当院の
従業員が金銭的なトラブルに巻き込まれてい
たなんて全く知りませんでした。他にも借金な
どのトラブルに巻き込まれていないか不安
です。

■弁■護■士  ：そうですね。一社のみからの借り入
れであればよいですが、別の消費者金融にも
手を出している可能性は相応にあると思いま
す。最後にこの点に関連して、何点か説明した
いと思います。
　まず、現段階では差押命令は消費者金融一
社のみですが、別の債権者が同じ給与債権に
対して差押えをしてくることが考えられ、実務
上も少なくありません。いわば給料債権という
同じパイを債権者同士で奪い合っている状態
です。
　この場合に、片方の債権者だけ弁済を受け
られると、債権者間の平等が害されるため、支
払いを受けられなかった債権者と貴院との間
でトラブルになる可能性があります。

　そこで、こういった場合には、民事執行法
156条２項により、第三債務者は、供託を義務
付けられます。給料債権の場合には、毎月供託
を行うことになりますので、事務手続きが多く
なり、かつ、遅延損害金の管理といった留意す
べき点が増えますので、専門家にご相談いた
だいた方が良いと思います。

■相■談■者  ：今までの話を踏まえると、従業員
の債務によって、当院の業務が不必要に増え
ることになりますが、こういった場合に、雇用
主として、従業員本人に対して何かすべきこと
はありますか？

■弁■護■士  ：前提として、あくまでも私生活上の
借金が問題であり、仮にこれによって貴院の事
務作業が増えたとしても、これを理由とする懲
戒処分は難しいでしょう。
　とはいえ、仮に、従業員が金銭的に困窮して
いるのであれば、法人の金員の横領などの犯
罪に手を出す動機にもなり得ますので、雇用主
として全く関知しないというわけにはいかない
と思われます。特に、従業員の業務が、経理関
係など金銭を管理する内容である場合には、
念のため、業務に不審な点がないか確認すべ
きです。
　また、従業員の私生活上のトラブルとはい
え、従業員のパフォーマンス低下につながり得
ることからも、雇用主として従業員との面談を
実施し、状況を把握した上で、これ以上、事態
が悪化しないよう、債務整理などを念頭に弁
護士への相談を勧めるなどの助言も考えられ
るところです。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①従業員に対する給料債権が差押えられた場
合、差押対象となる給料等債権の範囲を計
算し、差押禁止債権にあたる給料について
は、約定に従って従業員に支払い、それ以
外の差押対象となる給料は、債権者に支払
わなければならない。
②債権者への支払方法は、債権者からの取立
てに基づいて、債権者と合意した適宜の方
法で支払えば足りるが、仮に、同じ給料等
債権に対して差押命令が複数なされた場合
には、必ず供託によって弁済しなければな
らない。
③差押えの前提となる借金等は従業員の私生
活上の問題であるため、これを理由とする
懲戒処分は困難である。雇用主としては、
従業員に事情を確認し、事態が悪化しない
よう弁護士への相談を勧めるなどの適切な
助言を行うべきである。




